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電気主任技術者の選任形態（自家用電気工作物）
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選任形態 自社選任 外部選任 外部委託
選任対象 設置者又は自社の従業員等 外部委託会社又は派遣法に基づく派遣 個人又は法人
常駐/非常駐 常駐 非常駐
事業場数など 原則事業場ごとに１人（”専任“）

であるが、以下の①、②の場合、複数
設備の管理が可能

①統括
発電所を管理する事業場（非統括事業場）を直接統括する事業場
（統括事業場）に主任技術者を選任
【条件】
・非統括事業場は6箇所以内
・電圧170kV未満の風力、太陽
電池、水力発電所
・事業場に2時間以内に到達可能
・自社選任
・遠隔監視装置等により常時監視

②兼任
常駐の事業場以外の事業場に主任技術者を選任
【条件】
・兼任できる事業場は6箇所以内
・電圧7kV以下
・事業場に2時間以内に到達可能
・規則第53条第2項第5号の頻度
に準じて点検

電気管理技術者（個人事業者）又は電気保安
法人に保安業務を委託。以下の条件に基づき、複
数設備の管理が可能
【条件】
・換算値※が33点未満（一般的に事業場50～
60箇所程度）
・電圧7kV以下（発電所の場合、出力制限あ
り）
・事業場に2時間以内に到達可能
・規則第53条第2項第5号の頻度で点検
※電気工作物の規模や点検頻度により算出
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電気主任技術者の監督可能な範囲
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区分 対象設備 監督可能な電気工作物 電気工作物の具体例

第1種
電気主任技術者

事業用電気工作物

・発電設備
・送配電設備
・受電設備 など

全ての事業用電気工作物
大手電力会社が保有する
・送電線、変電所
・大型の発電所 など

第2種
電気主任技術者

電圧17万V未満の事業用電
気工作物

・特別高圧の自家用発電設備
・特別高圧の大規模な工場 など

第3種
電気主任技術者

電圧5万V未満の事業用電気
工作物（出力5MW以上の発
電所を除く）

・高圧※の発電設備（5,000kW未満）
・高圧※のビルや工場、コンビニ など

※電圧5万V未満の特別高圧の設備も監督可能

○電気主任技術者免状の区分ごとに監督をすることができる事業用電気工作物の範囲は以下のとおり。
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○主な発電所、需要設備の電気主任技術者の選任形態ごとの巡視、点検及び検査の方法、頻度は以下のとおり
○兼任及び外部委託の場合、電気事業法施行規則第53条第2項第5号の頻度に基づき点検を実施

区分 専任
(原則）

統括
(原則）

兼任又は外部委託
(緩和）

設備 方法、頻度 方法、頻度
月次点検 年次点検

方法 頻度 方法 頻度

太陽電池
発電所

受変電設備を除く 主任技術者の判断 現地点検又は遠隔点
検（令和2年度措置）

6か月に1回以上 現地点検 1年に1回以上※1

受変電設備のみ、信頼性
の高いもの 主任技術者の判断 現地点検 5か月に1回以上 現地点検 1年に1回以上※1

受変電設備のみ、通常の
もの 主任技術者の判断 現地点検 隔月に1回以上 現地点検 1年に1回以上

風力発電所 ー 主任技術者の判断※2 現地点検 毎月1回以上 現地点検 1年に1回以上※2

水力発電所 電気設備 主任技術者の判断 現地点検 毎月2回以上 現地点検 1年に1回以上※1

需要設備

100kVA以下の信頼性の
高いもの 主任技術者の判断 ー 現地点検 隔月に1回以上 現地点検 1年に1回以上※1

信頼性が高く、低圧電路
の絶縁監視が可能なもの 主任技術者の判断 ー

現地点検 隔月に1回以上

現地点検 1年に1回以上※1遠隔点検（令和2年度
措置、3か月に1回は現地

点検）
毎月1回以上

通常のもの 主任技術者の判断 ー 現地点検 毎月1回以上 現地点検 毎年1回以上

※1：信頼性が高く、かつ、電路の絶縁や接地抵抗などの点検が1年に1回以上行われている場合、停電による点検は3年に1回以上とすることが可能
※2：定期事業者検査は、通常、3年に1回以上行う必要あり

電気主任技術者の選任形態ごとの点検方法、頻度など
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○電気事業法では、発電方式ごとに監視方式（一部、巡回も認められている）が決められている。
○内燃力発電やガスタービン発電は、出力に応じて、随時監視制御方式や随時巡回方式が認められている
が、汽力発電は出力等によらず、常時監視制御又は遠隔常時監視制御が求められている。

常時
監視方式※1

遠隔常時
監視制御方式※2

随時
監視制御方式※3

随時
巡回方式※4

汽力を原動力とする発電所（LNG火
力発電、バイオマス発電など） ○ ○

（令和2年度措置） ― ―

水力発電所 ○ ○ ○ ○（2MW未満のみ）
風力発電所、太陽電池発電所 ○ ○ ○ ○
地熱発電所 ○ ○ ○ ―

内燃力発電所（コージェネレーション
システム、バイオガス発電など） ○ ○ ○ ○（1MW未満のみ）

ガスタービン発電所 ○ ○ ○（10MW未満のみ） ○（10MW未満のみ）
燃料電池発電所 ○ ○（圧力0.1MPa未満など） ○（圧力0.1MPa未満など） ○（圧力0.1MPa未満など）

発電方式ごとの監視方式

○：認められている方式 ―：認められていない方式

※1：技術員（設備の運転又は管理に必要な知識及び技能を有する者）が発電所又はこれと同一の構内において常時監視を行う方式
※2：技術員が制御所に常時駐在し、発電所の運転状態の監視又は制御等を行う方式
※3：技術員が必要に応じて発電所に出向き、運転状態の監視又は制御等を行う方式（火災等が発生した場合には、技術員へ警報する装

置を設置。電圧は170kV以下）
※4：技術員が適当な間隔をおいて発電所を巡回し、運転状態の監視を行う方式（異常が生じても一般送配電事業者に支障を与えない設

備。電圧は170kV以下）



海外の規制体系
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出典：平成27年度電気設備保安制度等検討調査（電気設備の保安技術の高度化に関する在り方の調査・検討）報告書
（https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11279723_po_000029.pdf?contentNo=1&alternativeNo=）をもとに作成

項目 日本 米国（カリフォルニア州） 英国 ドイツ

主任技術者の
配置

必要 不要 不要（多くの場合、事業者や運
用者は、設備の管理責任者とし
て、コンピテント・パーソン（能力あ
るもの）に安全管理業務を委託
し、コンピテント・パーソンが設備の
定期検査の方法や頻度を決
定）

不要

点検方法・頻
度など

○法定検査
・ボイラーやタービン等は、定期検
査を義務付け

○法定検査以外
・主任技術者が専任、統括の場
合は、点検方法・頻度などは主
任技術者の判断で決定
・主任技術者が兼務、外部委託
の場合は、具体的な実施方法
や点検頻度などを義務付け

・50MW以上の発電所は、
General Order-167に記載され
た保守・運転基準に準拠して保
守計画を作成し、実行すること
を義務付け（点検頻度等が定
量的に決められているわけでは
ない）

・ボイラーや圧力容器等は、圧力
システム安全規則等により保守
内容を義務付け
・発電又は配電事業者は、常識
的に見て可能な限り十分な頻
度で定期点検することを義務付
け

・ボイラーや圧力容器等は、産業
安全衛生規則（BetrSichV）
で定期点検を義務付け
・洋上風力発電事業者は、連邦
海上水路庁（BSH）により、4
年に1回の定期検査を義務付け
・上記以外は、公式に認定された
専門機関により点検や試験を
行うことを義務付け

その他 ・経済産業省は、必要に応じて事
業者への立入検査を実施

・CPUC（カリフォルニア州公益事
業委員会）は、定期的に事業
者の監査を実施

・所轄大臣が任命する有能かつ
公平な「電気検査官」が定期的
又は特別な場合に事業者が所
有する設備に対する検査・試験
や調査等を実施



取り巻く環境の変化（電気事故の発生状況）
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○昭和40年に電気事業法が施行され、電気主任技術者制度や自家用電気工作物の自主保安体制が確立された。その後
、規制当局を含めた電気保安関係者の努力による保守管理技術の進歩や設備の品質向上などにより、電気事故は大幅
に減少している。

出典：中部近畿産業保安監督部近畿支部（ https://www.jea‐kansai.jp/iinkai/documents/jiko28_000.pdf ）

中部近畿産業保安監督部近畿支部管内の電気事故



取り巻く環境の変化（電気主任技術者の現状）
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○再エネ設備の増加や主任技術者の高齢化による退職などから、特に第2種電気主任技術者の確保が困難となる可能性

出典：第26回電力安全小委員会（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/pdf/026_01_00.pdf）



取り巻く環境の変化（テクノロジーの進展）

9出典：電気保安分野スマート保安アクションプランの概要（https://www.meti.go.jp/shingikai/safety_security/smart_hoan/denryoku_anzen/pdf/20210430_1.pdf）



取り巻く環境の変化（テクノロジーの進展）

10出典：電気保安分野スマート保安アクションプランの概要（https://www.meti.go.jp/shingikai/safety_security/smart_hoan/denryoku_anzen/pdf/20210430_1.pdf）



取り巻く環境の変化（テクノロジーの進展）

11出典：電気保安分野スマート保安アクションプランの概要（https://www.meti.go.jp/shingikai/safety_security/smart_hoan/denryoku_anzen/pdf/20210430_1.pdf）



経済産業省における取組（高度な保安力を有する者）

12出典：第26回電力安全小委員会（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/pdf/026_01_00.pdf）



経済産業省における取組（高度な保安力を有する者）

13出典：第26回電力安全小委員会（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/pdf/026_01_00.pdf）



14出典：第26回電力安全小委員会（https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/pdf/026_01_00.pdf）

経済産業省における取組（高度な保安力を有する者）



「デジタル原則」 構造改革のためのデジタル原則の全体像

15出典：第2回デジタル臨時行政調査会（https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20211222_meeting_extraordinary_administrative_research_committee_01.pdf）

中部近畿産業保安監督部近畿支部管内の電気事故



「デジタル原則」 構造改革のためのデジタル原則の点検の方向性
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中部近畿産業保安監督部近畿支部管内の電気事故

出典：第2回デジタル臨時行政調査会（https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20211222_meeting_extraordinary_administrative_research_committee_01.pdf）



「デジタル原則」 構造改革のためのデジタル原則を踏まえた制度・規制を見直す考え方
～先行取組の横展開～
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中部近畿産業保安監督部近畿支部管内の電気事故

出典：第2回デジタル臨時行政調査会（https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20211222_meeting_extraordinary_administrative_research_committee_01.pdf）



住宅瑕疵担保履行法の概要

18出典：国土交通省HP（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutaku-kentiku.files/kashitanpocorner/dl_files/lawgaiyou.pdf）


